
 

 児童生徒作品コンクール事業実施要項 

 

１ 趣 旨 

   健康ではたらき豊かなまち、あたたかく交わり明るいまち、きまりを守り住みよいまち、環

境をととのえきれいなまち、教養を高め文化のまちづくりを目指して、昭和３６年に制定さ

れた秋田市民憲章には、ふるさと秋田の発展と人々の豊かなくらしを願う気持ちがこめられ

ており、市民のためのまちづくりに活かされています。 

   この市民憲章精神の一層の普及と高揚を図るため、児童生徒から「秋田市民憲章」の趣旨に

沿った作品の募集を実施し、広く市民の目と心で作品をとおした子どもたちの感性豊かな思

いに触れながら、「次代を担う子らと共に」心豊かなまちづくりを目指していきます。 

 

２ 主 催 

  秋田市民憲章推進協議会 

 

３ 後 援 

  秋田市  秋田市教育委員会  秋田市PTA 連合会 

 

４ 募集範囲 

  秋田市内小学生・中学生 

 

５ 学校との連携 

  各地区市民憲章推進協議会は、地区内の学校へ作品応募について、協力を要請する。 

 

６ 作品募集部門 

 (1) 図画・絵画の部 

  課  題 「秋田市民憲章」の趣旨をイメージしたもので、自由とする。 

        用紙は四つ切または八つ切の画用紙、使用描画材は自由とし、応募は一人１点 

とする。 

 

 (2) 書道の部 

  課  題 

    小学生 １年「ひと」   ２年「きまり」  ３年「はな火」 

        ４年「文化の町」 ５年「交通安全」 ６年「伝統行事」 

    中学生 １年「竿燈妙技」 ２年「環境美化」 ３年「健康明朗親切」 

  用  紙 「半紙」とし、応募は一人１点とする。 

  

 (3) 作文の部 

  課  題 「秋田市民憲章」の趣旨を内容とするもので自由とし、８００字以内 

（縦書き４００字詰め原稿用紙使用）で応募は一人１点とする。 

 

 (4) 短歌・俳句・川柳の部 

   課  題 「秋田市民憲章」の趣旨に沿った雑詠とし、未発表のもので応募は一人１点と

する。用紙は指定様式を使用する。 

 

 



７ 作品の募集締め切り 

  ①各学校内での締め切り       夏休み終了後１０日を目途とし、別に定める。 

    ②秋田市民憲章推進協議会の締め切り 各学校内締め切り後５日を目途とし、別に定める。 

 

８ 応募作品の提出 

  各地区市民憲章推進協議会は、学校から応募作品を回収し、秋田市民憲章推進協議  

会へ届ける。 

 

９ 審  査 

  秋田市民憲章推進協議会が委嘱する審査員により、審査を行う。 

 

10 表  彰（予定） 

  表彰は、最優秀賞・優秀賞・優良賞・佳作・入選を選考し、最優秀賞の中から特に優秀な作

品を「秋田市長賞」「秋田市教育長賞」「秋田市ＰＴＡ連合会会長賞」各１点を選考する。 

    最優秀賞・優秀賞・優良賞は、「児童生徒作品コンクール表彰式」において表彰する。 

 

11 受賞作品の取り扱い 

  作品集に収録するほか、別途優秀作品展示を行う。 

 

12 応募作品の取り扱い 

  応募作品の著作権については、応募者に帰属するものとする。ただし応募された作品の展

示・出版等における権利は主催者側に帰属する。 

  応募作品は、表彰式後、主催者が各学校を通して返却する。 

 

13 個人情報の取り扱い 

  応募にあたりご提供いただいた個人情報は、本要項による受賞作品の発表、および本コン

クールの案内のためのみ使用する。 

 

  附  則 

  この要項は、平成２５年６月１日から施行する。 

    附  則 

  この要項は、平成２８年５月３０日から施行する。 

    附  則 

  この要項は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附  則 

  この要項は、令和３年３月１９日から施行する。 

   附  則 

  この附則は、令和４年６月２７日から施行する。 

   附  則 

  この附則は、令和５年６月8 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



（参考）児童生徒作品コンクール実施要項の施行日について 
   

児童生徒作品コンクールは、平成１４年度の市協議会４０周年記念事業において市民や児

童生徒から作品を募集し、当該事業が好評だったことから、翌平成１５年度より作品募集事業

を継続することとし、事業が始まった。 

その際に作成した実施要項には「市協議会創立５０周年までの毎年度募集」とあり、事業期

間は１０年間の予定であった。 

  その後平成２５年度総会にて事業を継続することが承認され、現在の実施要項を作成した

ことから、役員会で承認された平成２５年６月１日が施行日となっている。 

   


